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改正育児介護休業法の施

行に向けて、準備を始め

ましょう 

 

◆大きく変わる育児休業制

度 

来年４月１日から改正育

児介護休業法が施行され、

「パパ育休」が新設される

ほか、労働者に対する会社

の育児休業制度に関する情

報提供、育児休業を取得す

るか否かの意向確認が必要

になったり、育児休業の分

割取得ができるようになっ

たりします。 

当然、育児介護休業規程

の見直しや制度利用に関す

る社内書式の整備が必要と

なりますが、それだけでは

ありません。 

 

◆労使協定の締結も必要 

現在は雇用期間によって

は育児休業が取得対象外と

なっているパートタイマー

等について、改正により取

得要件が緩和されます。そ

のため、引き続き雇用され

た期間が１年未満の人を取

得対象とするか否か、労使

協定を締結して決定する必

要があります。 

 

◆会社の制度を周知する資

料の作成等も必要 

 上記のとおり、改正法施

行後は、労働者本人または

その配偶者から妊娠・出産

等の申出があった場合、制

度に関する情報提供や育児

休業取得に関する意向確認

が事業主の義務とされま

す。情報提供は、規程を渡

すだけでは不十分で、育児

休業の申出先や育児休業給

付、休業期間中の社会保険

料の取扱いに関する情報の

提供も必要です。 

 資料が既に用意されてい

る場合は、所定の要件を満

たしているかをチェックす

れば済みますが、新たに作

成する場合は、会社がどの

ような制度を設けているの

か、明文化されていないも

のの見落としはないかな

ど、確認して作成する必要

もあります。 

 

 

◆厚生労働省が規定例等を

公開 

 11 月５日、厚生労働省よ

り今回の改正に対応した規

定例や書式例が示されまし

た。これらを参考に、自社

に合った内容にカスタマイ

ズしながら余裕を持って準

備を進めましょう。 

 

【厚生労働省「育児・介護休

業法について」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/s

eisakunitsuite/bunya/000013

0583.html 

 

 

新入社員の離職率と 

コロナ後の人材確保 

 

◆就職後３年以内の離職率

は新規高卒者で約４割、新規

大卒者で約３割 

昨年初めからのコロナ禍

により、採用活動についても

例年と異なる方針をとって

きた企業も多いところです

が、長期的には人手不足が叫

ばれるなか、新入社員の離職

率については現在どのよう

な状況なのでしょうか。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省が公表した「新

規学卒就職者の離職状況」に

よれば、令和２年度における

新規学卒就職者の離職率は、

学歴別、卒業年別とも、例年

に比べて低下し、新規学卒就

職者（平成 30 年３月卒業者）

の就職後３年以内の離職率

は新規高卒就職者で約４割

（36.9％）、新規大卒就職者

で約３割（31.2％）となって

いるそうです。 

 離職率の高い業界として

は、宿泊業・飲食サービス業

（高卒61.1％、大卒51.5％）、

生活関連サービス業・娯楽業 

（高卒56.9％、大卒46.5％）、

教育・学習支援業（高卒

50.1％、大卒 45.6％）、小売

業 （ 高 卒 47.8 ％ 、 大 卒

37.4％）、医療、福祉（高卒

46.2％、大卒 38.6％）が挙げ

られています。 

 

◆特に中小企業では離職率

の低下に配慮が必要 

同調査では、事業所規模が

小さくなるほど離職率が高

くなることも示されており、

30 人未満規模の事業所の離

職率は、1,000 人以上規模の

事業所の離職率と比べて２

倍ものひらきがあります。特

に多くの中小企業において

は、採用活動における人手確

保の困難さを踏まえると、離

職率の低下は重要なテーマ

といえます。 

 

◆オンライン化の進行と採

用活動の見直し 

コロナ禍ではオンライン

面接、ＷＥＢセミナーなど、

採用活動のオンライン化も

急速に進みました。これか

らは、今の時代に対応した

採用活動の見直しも含め

て、人材確保への長期的な

視点での対策が必要になっ

ていくでしょう。 

 

【厚生労働省「新規学卒就職

者の離職状況を公表しま

す」】 

https://www.mhlw.go.jp/st

f/houdou/0000177553_00004

.html 

 

12 月の税務と労務の手

続期限［提出先・納付先］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格

取得届の提出＜前月以

降に採用した労働者が

いる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別

徴収税額の納付［郵便局

または銀行］ 

 

31 日 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報

告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

～当事務所より一言～ 

 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者

でない場合）＜雇入れ・

離職の翌月末日＞［公共

職業安定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税

の納付＜第 3 期＞［郵便

局または銀行］ 

※都・市町村によっては

異なる月の場合がある。 

 

本年最後の給料の支払を受

ける日の前日まで 

○ 年末調整による源泉徴

収所得税の不足額徴収

繰延承認申請書の提出 

［給与の支払者（所轄税

務署）］ 

○ 給与所得者の保険料控

除申告書、給与所得者の

配偶者控除等申告書、 

住宅借入金等特別控除

申告書、給与所得者の基

礎控除申告書、 

所得金額調整控除に係

る申告書の提出［給与の

支払者（所轄税務署）］ 


